
電波監理審議会（第９３８回）議事要旨 
 

１ 日 時 

  平成２１年１月２１日（水）１５：００～ 

 

２ 場 所 

  総務省会議室（１０階１００２会議室） 

 

３ 出席者（敬称略） 

(1) 電波監理審議会委員 

濱田 純一（会長）、原島 博（会長代理）、小舘 香椎子、松崎 陽子、山田 攝子 

(2) 電波監理審議会審理官 

森下 浩行 

(3) 幹事 

石田 修司（総合通信基盤局総務課課長補佐） 

(4) 総務省 

桜井総合通信基盤局長、吉田電波部長、山川情報流通行政局長、久保田官房審議官他 

 

４ 議 事 模 様 

(1) 無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則の各一部を改正する

省令案並びに周波数割当計画の一部変更案について 

（２０．１１．１２諮問第３９号及び第４０号） 

  デジタル特定ラジオマイクの導入及びアマチュア局に関する制度に係る規定の整備に伴

う標記省令案等について、意見の聴取の手続を主宰した審理官から提出された意見書（参

照：第４５２回電波監理審議会意見の聴取意見書）及び調書に基づき審議した結果、適当

であるが、１３５ｋＨｚ帯を使用するアマチュア局に関し、周波数測定装置の備付け義務

を免除可能とする規定を整備することが適当である旨の意見を付して答申した。 

 

(2) 広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る異議申立ての付議について 

（付議第１号） 

平成２１年１月２１日付けで付議された、総務大臣が行った平成２０年総務省告示第５１

８号により告示された広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る短波放送受信者９

９名による異議申立てについて、総務省から次のとおり説明があった。 

なお、本件は、電波法の規定により、当審議会において審理を行う必要があるため、審議
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した結果、本件審理を主宰する主任審理官として佐藤歳二を、主任審理官を補佐する補佐審

理官として森下浩行をそれぞれ指名した。 

 ○ 総務省の説明 

本件は、平成２０年９月１６日付けで官報告示された広帯域電力線搬送通信設備の型式

指定処分の取消しを求める異議申立てが提起されたものである。 

異議申立ての年月日は、平成２０年１１月１５日であり、異議申立人は短波放送受信者

９９名となっている。 

異議申立てに係る処分は、平成２０年９月１６日付けで官報告示された型式指定処分３

件である。 

電波法令に基づき、総務省において形式審査した結果、異議申立人の申立資格、代表者の資

格証明及び異議申立書の記載事項の一部を除き、「適」としている。異議申立人の申立資格に

ついては、異議申立人は短波放送受信者として申し立てているが、総務省としては、電波監理

審議会の審理の中で釈明を求めていきたいと考えているため、審査留保をしている。また、代

表者の資格証明及び異議申立書の記載事項の一部については、不備部分について補正を求めて

いるが、補正後の文書がまだ提出されていないため、審査留保としている。 

しかし、補正を求めている内容が審理を行う上で、実質的な支障を生じさせるものではない

ため、電波法第８５条の規定に基づき、電波監理審議会の議に付するものである。 

 

(3) 無線設備規則の一部を改正する省令案について              （諮問第１号） 

本件は、諮問第２号と関連する事案であったため、諮問第２号と一括して総務省の説明が

あった。 

 

(4) 周波数割当計画の一部変更案について                  （諮問第２号） 

本件は、諮問第１号と関連する事案であったため、諮問第１号と一括して総務省から次の

とおり説明及び質疑応答があった。 

なお、諮問第１号については、電波法第９９条の１２第１項により意見の聴取が義務付け

られており、また、諮問第２号については、諮問第１号と一括して意見の聴取を行うことが

適当であると認められたため、一括して意見の聴取を行うこととし、その意見の聴取の手続

を主宰する審理官として森下浩行を指名した。 

 ア 総務省の説明 

本件は、４００ＭＨｚ帯のラジオゾンデの高度化に伴い、関係規定の整備を行うものである。 

ラジオゾンデとは、天然ゴム製の気球を地上から放ち、高度約３０ｋｍまでの気温、気圧等

の気象データを観測し、電波によって地上の観測施設にデータを自動送信する装置である。地
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上で放たれた気球は毎秒約６ｍの速さで上昇していくが、高度約３０ｋｍまでに達し、気圧が

下がることによって膨張した気球が自然に破裂した時点で観測を終了する仕組みとなってい

る。 

改正の背景としては、これまでは４００ＭＨｚ帯のラジオゾンデで使用することができる周

波数が４０４.５ＭＨｚの１波に限られていたが、観測内容の多様化等の要望に応えるため、

最大２５波の使用を可能となる４００ＭＨｚ帯のラジオゾンデの高度化のための技術的条件

について、平成２０年３月から情報通信審議会において検討が行われ、同年１２月に答申を得

たものである。 

本件に係る主な改正点は、周波数の許容偏差を２,５００ｐｐｍから５０ｐｐｍに、占有周

波数帯幅の許容値を１ＭＨｚから６０ｋＨｚに、最大空中線電力は１Ｗから２００ｍＷとする

ものである。 

また、周波数割当計画の一部変更については、４００ＭＨｚ帯を利用するラジオゾンデの周

波数を多チャンネル化することに伴い、これまで４０４.５ＭＨｚの１波のみがラジオゾンデ

に使用できる周波数として定められていたが、ラジオゾンデの高度化により使用周波数帯幅の

狭帯域化が図られることから４０３.３ＭＨｚから４０５.７ＭＨｚまでの２５波の周波数を

割り当てるものである。 

 イ 主な質疑応答 

・ 周波数の許容偏差について、現行の２５００ｐｐｍから５０ｐｐｍにするとのことだが、

これは技術開発が進んだことにより可能となったということか、との質問に対し、指摘のと

おりであり、以前は電波を安定して発信することが難しかったが、技術開発が進み、安定し

た電波の発信が可能となったことから、許容偏差を小さくすることが可能となったものであ

る、との回答があった。 

 

(5) 電波法施行規則、無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則の各一部

を改正する省令案について                        （諮問第３号） 

本件は、諮問第４号と関連する事案であったため、諮問第４号と一括して総務省の説明が

あった。 

 

(6) 周波数割当計画の一部変更案について                  （諮問第４号） 

本件は、諮問第３号と関連する事案であったため、諮問第３号と一括して総務省から次の

とおり説明及び質疑応答があった。 

なお、諮問第３号については、電波法第９９条の１２第１項により意見の聴取が義務付け

られており、また、諮問第４号については、諮問第１号と一括して意見の聴取を行うことが
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適当であると認められたため、一括して意見の聴取を行うこととし、その意見の聴取の手続

を主宰する審理官として森下浩行を指名した。 

 ○ 総務省の説明 

本件は、新しい移動通信システムの導入に必要な技術的条件を定めるための規定整備を行う

ものである。 

改正の背景として、携帯電話の高度化が第２世代、第３世代移動通信システムと進展してお

り、現在は３.５世代移動通信システムが多く利用されているが、２０１０年代の後半頃から

第４世代移動通信システムが導入される見込みとなっている。その第４世代移動通信システム

に限りなく近い技術として３.９世代移動通信システムを平成２２年から導入することとなっ

ている。 

３.９世代移動通信システムとは、下り方向は１００Ｍｂｐｓ以上、上り方向は５０Ｍｂｐ

ｓ以上のスピードを実現するものであり、オールＩＰネットワークになることにより、伝送遅

延が非常に少なくなるものである。 

現在の３．５世代移動通信システムから３．９世代移動通信システムへの移行に関しては、

３．５世代移動通信システムの高度化システムを経由して段階的に進めるか、直接３．９世代

移動通信システムへ移行するかの２つの場合が考えられているところである。 

３.９世代移動通信システム及び３．５世代移動通信システムの高度化システムの技術的条

件については、平成２０年１２月に情報通信審議会から答申を得たものであるが、３.９世代

移動通信システムについては、通信方式としてＬＴＥ及びＵＭＢがあり、ＬＴＥは、多重化方

式としてＯＦＤＭを導入し、占有周波数帯幅として２０ＭＨｚを利用した場合には、最大伝送

速度が３００Ｍｂｐｓとなるものである。ＵＭＢは、ＬＴＥとほぼ同様の規格だが、上り方向

の多重化方式が異なっている。 

３．５世代移動通信システムの高度化システムとしては、通信方式としてＨＳＰＡ Ｅｖｏ

ｌｕｔｉｏｎ及びＤＣ-ＨＳＤＰＡがあるが、これらは現在の３.５世代移動通信システムから

変調方式を変更することにより１.５倍の高速化を実現し、更にアンテナの多重化等により、

最大伝送速度４３Ｍｂｐｓとなるものである。 

また、２ＧＨｚ帯ＴＤＤ移動通信システムについては、平成１９年１２月にアイピーモバイ

ル株式会社の開設計画の認定を取り消したことを受け、新たな利用方策について情報通信審議

会において検討が行われ、新たにモバイルＷｉＭＡＸ、ＩＥＥＥ８０２.２０、次世代ＰＨＳ、

ＵＭＢ-ＴＤＤ及びＬＴＥ-ＴＤＤの５つの通信方式の技術的条件について、平成２０年７月に

答申を得た。 

本件の改正の内容として、１点目の電波法施行規則の改正については、今回導入する３.９

世代移動通信システムの２方式と２ＧＨｚ帯ＴＤＤ移動通信システムの５方式とを合わせた
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７方式に係る陸上移動局を包括免許の対象とするため、規定の整備を行うものである。 

２点目の無線設備規則の改正については、新たに導入する７方式それぞれの定義、技術的条

件を規定し、３．５世代移動通信システムの高度化システムに関し、技術的条件に係る規定の

一部を改正するものである。 

３点目の特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則の改正については、新たに導入す

る７方式について、特定無線設備の対象とし、簡略化された免許手続を可能にするための規定

の整備及びそのための審査項目を規定するものである。 

周波数割当計画の一部変更は、１.５ＧＨｚ帯における３．９世代移動通信システムの導入

を円滑化するためのものである。現在、携帯無線通信用として使用している周波数帯の隣は、

デジタルＭＣＡ陸上移動通信用に使用する周波数帯として規定しているが、１.５ＧＨｚ帯に

３.９世代移動通信システムの導入することとなったため、デジタルＭＣＡ陸上移動通信用で

使用している周波数帯について携帯無線通信用とするものであるが、当該周波数帯を現在７万

６,０００局が使用していることから、移行を図るため使用期限を定めるものである。 

平成２２年に３.９世代移動通信システムの導入するため、東北、信越、北陸、四国及び沖

縄に関しては平成２２年３月まで、その他の地域に関しては平成２６年３月までとそれぞれ使

用期限を定め、その後は携帯無線通信用の周波数として３５ＭＨｚ幅の２つの周波数帯を割り

当てるものである。 

本件における変更点は、１.５ＧＨｚ帯の周波数帯について、現行の２５ＭＨｚ幅の２つか

ら３５ＭＨｚ幅の２つに拡張するとともに、現在の携帯無線通信用に割り当てられている周波

数帯と同様に拡張した周波数帯においてもエントランス回線用として使用することを可能と

する。あわせてデジタルＭＣＡ陸上移動通信用に割り当てている周波数帯に関し、使用期限を

設けるものである。 

また、２ＧＨｚ帯ＴＤＤ移動通信システムに新たな通信方式が追加されたことに伴い、規定

の整備を行う。 

 イ 主な質疑応答 

  ・ 現行から３．９世代移動通信システムへの移行に関しては、２つの場合が考えられるとの

ことだが、現時点において直接３．９世代移動通信システムへ移行することがどれほど見込

まれているのか、との質問に対し、平成２０年１１月に開催した３．９世代移動通信システ

ムへの参入を計画している事業者への公開ヒアリングにおいては、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモやＫＤＤI株式会社がそのような予定で検討しているとのことであった、との回

答があった。 

 

(7) 日本放送協会の放送法第９条第３項第２号の業務の認可について  （諮問第５号） 
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本件は、諮問第６号と関連する事案であったため、諮問第６号と一括して総務省の説明が

あった。 

 

(8) 日本放送協会の放送法第９条第２項第８号の業務の認可について  （諮問第６号） 

本件は、諮問第５号と関連する事案であったため、諮問第５号と一括して総務省から次の

とおり説明及び質疑応答があり、審議の結果、適当である旨答申した。 

 ア 総務省の説明 

本件は、株式会社日本国際放送（ＪＩＢ）の独自放送の実施に伴う日本放送協会（ＮＨＫ）

の受託業務の認可に関するものである。 

ＪＩＢは、放送法改正を経て設立されたＮＨＫの子会社である。 

国際放送について、これまではＮＨＫが編集権を持ち、番組制作し、それを送信していたが、

放送法改正により番組制作・送信業務の一部をＪＩＢに委託することとなった。また、ＪＩＢ

が編集権を持ち、番組制作・送信を行う独自放送も行うこととし、ＮＨＫの国際放送とＪＩＢ

による独自放送を組み合わせた形で構成される新たなテレビ国際放送を平成２１年２月２日

から開始する予定である。 

ＪＩＢの独自放送を開始するにあたり、ＪＩＢは新会社であり、自力だけで実施することは

困難であるため、一部の業務をＮＨＫに委託することとし、その業務を受託する業務について、

ＮＨＫから認可申請があったものである。 

諮問第５号の業務は、ＪＩＢの独自番組を送出する業務をＮＨＫが受託して行うものであり、

放送法第９条第３項第２号に規定するＮＨＫが本来業務を行うために保有する設備や技術等

を活用して行う業務として認可申請があったものである。これについて、放送法に基づきＮＨ

Ｋの本来業務の円滑な遂行に支障を来さないものであるか等を審査した結果、適当と認められ

ることから、認可することについて諮問するものである。 

諮問第６号の業務は、欧州においてＪＩＢの独自番組が放送されるようにするため、ＪＩＢ

の独自番組をＮＨＫの国際放送と一体のものとして送信・放送する業務を、ＮＨＫが地域衛星

事業者に委託するものであり、放送法第９条第２項第８号に規定する放送及びその受信の進歩

発達に特に必要な業務として、認可申請があったものである。これについて、放送法に基づき

審査した結果、適当と認められることから、認可することについて諮問するものである。 

 イ 主な質疑応答 

  ・ 国際放送の番組について、インターネットとの連携はあるのか、また、その場合、ＮＨＫ

が行うよりもＪＩＢが行うほうが自由度が高くなるのか、との質問について、インターネッ

トによる番組提供も検討していると聞いているが、制度的に一般的な見方としては、確かに、

ＪＩＢのほうが自由度は高いという側面はある、との回答があった。 
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（文責：電波監理審議会事務局） 


